
ⅠⅠⅠⅠ 栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる １１１１ 地域経済活性化地域経済活性化地域経済活性化地域経済活性化

（６）（６）（６）（６） 県産品の海外販路、国内販路の拡大県産品の海外販路、国内販路の拡大県産品の海外販路、国内販路の拡大県産品の海外販路、国内販路の拡大

Ｒ２予算案 99,689千円

１．海外への販路拡大（64,582千円）

（１）ジェトロジェトロジェトロジェトロ奈良貿易情報センター奈良貿易情報センター奈良貿易情報センター奈良貿易情報センターと一層連携と一層連携と一層連携と一層連携し、県内企業の海外販路拡大を支援

（２）海外への販路拡大への各種支援

①海外バイヤーを招聘し、産地見学と商談会を実施

②海外の実情に精通した専門家等からの情報収集

③海外の建築関係者・バイヤー・企業等とのマッチング支援

④フランスにおける県産品PRイベントの開催

⑤ 県内小規模・中小事業者による販路拡大等の取組県内小規模・中小事業者による販路拡大等の取組県内小規模・中小事業者による販路拡大等の取組県内小規模・中小事業者による販路拡大等の取組（展示会出展、広報ツールの作成等）に対する支援

⑥ 海外市場のニーズに応じた生産体制等の構築を支援海外市場のニーズに応じた生産体制等の構築を支援海外市場のニーズに応じた生産体制等の構築を支援海外市場のニーズに応じた生産体制等の構築を支援

⑦ 米国向け米国向け米国向け米国向け柿輸出の展開柿輸出の展開柿輸出の展開柿輸出の展開を図るため、現地小売店でのプロモーションを実施

⑧海外展開リーディングカンパニーの表彰・ＰＲ

２．首都圏等への販路拡大（35,107千円）

（１）首都圏への販路拡大への各種支援

①奈良まほろば館におけるチャレンジ販売

②首都圏におけるセールス活動の実施

③商談機会の創出（首都圏でのバイヤー発掘、セミナー開催）

④東京国際ギフトショーへの出展を支援

⑤県産農産物の首都圏への配送等に対して助成

⑥ 東京東京東京東京オリンピック・オリンピック・オリンピック・オリンピック・パラリンピックを活用したパラリンピックを活用したパラリンピックを活用したパラリンピックを活用したPRPRPRPR

（都内フルーツパーラーでのイベント実施、全国の特産品等の魅力発信イベントへの出展）

（２）県内大規模商業施設における優良県産品の販売会の実施

海外バイヤーの産地見学会

＜問い合わせ先＞産業・雇用振興部
1(1)、1(2)①⑤⑧ 産業政策課 森井課長補佐 （内線3582）
1(2)④、2(1)①②③④,2(2) 産業振興総合センター 栗田課長（0742-33-0817）農林部
1(2)①⑥⑦、2(1)②⑤⑥ マーケティング課 井ノ上課長補佐（内線3818）
1(2)②③、２(1)② 奈良の木ブランド課 川畑課長補佐（内線3961）東京ギフトショー建築関係者等への県産材PR

新新新新新新新新新新新新
新新新新

１６



１．１．１．１．駅前商店街空き店舗の活用（駅前商店街空き店舗の活用（駅前商店街空き店舗の活用（駅前商店街空き店舗の活用（2,0372,0372,0372,037千円）千円）千円）千円）

○ 駅前商店街の活性化を図るため、空き店舗を活用し、チャレンジショップやイベント等を実施

２．「奈良ブランド」開発支援（２．「奈良ブランド」開発支援（２．「奈良ブランド」開発支援（２．「奈良ブランド」開発支援（3,1683,1683,1683,168千円）千円）千円）千円）

○ 自社のブランド化を目指す企業に対し、自社ブランドの構築及び商品開発を支援

（ブランドアドバイザーによる指導、東京での展示会の開催）

３．３．３．３．SPASPASPASPA店舗運営支援（店舗運営支援（店舗運営支援（店舗運営支援（1,6091,6091,6091,609千円）千円）千円）千円）

○ 首都圏での店舗運営の実践により、県内中小企業のSPA（企画から製造・小売までを一貫して行うビジネ

スモデル）業態への転換を促進（専門家を交えたブラッシュアップ、県内事業者の発掘及びフォローアップ）

４．４．４．４． マーチャンダイジング勉強会の開催（マーチャンダイジング勉強会の開催（マーチャンダイジング勉強会の開催（マーチャンダイジング勉強会の開催（350350350350千円）千円）千円）千円）

○ 店舗運営者等が、現場（店舗）での展開や販売計画を立てるためのマーチャンダイジング（商品の販売を

最大化するため、「商品」・「場所」・「時期」・「数量」・「価格」を適正化すること）について学ぶ勉強会を開催

５．５．５．５．マーケティング講座の開催（マーケティング講座の開催（マーケティング講座の開催（マーケティング講座の開催（263263263263千円）千円）千円）千円）

○ 製造業者等が、供給側の目線ではなく、顧客の視点で学ぶマーケティング講座を開催

ⅠⅠⅠⅠ 栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる １１１１ 地域経済活性化地域経済活性化地域経済活性化地域経済活性化

（（（（７７７７）））） 商業振興・商店街活性化商業振興・商店街活性化商業振興・商店街活性化商業振興・商店街活性化

過去に開催したオープンシャッターの様子
【実施対象地域】

・県と市町村のまちづくりに関する連携協定締結地域

・空き店舗の増加に対して問題意識を持っており、地域での取組が既に行われているなど、

今後の商店街の活性化を見込める地域

＜令和元年度＞ 奈良市京終地区

＜令和２年度＞ 公募により選定

【実施項目】

・空き店舗の有効活用、空き店舗でのオープンシャッター等の

イベント企画、新規創業者による出店、製造事業者による

実験店舗の展開、将棋会館など地域コミュニティの創出、

商店街の景観整備 等

Ｒ２予算案 7,427千円

＜問い合わせ先＞産業・雇用振興部 産業振興総合センター 稲葉課長（０７４２－３１－９０８４）
新新新新
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ⅠⅠⅠⅠ 栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる １１１１ 地域経済活性化地域経済活性化地域経済活性化地域経済活性化

（８）（８）（８）（８） 奈良県経済産業振興大綱の策定奈良県経済産業振興大綱の策定奈良県経済産業振興大綱の策定奈良県経済産業振興大綱の策定

○ 県経済のさらなる活性化に向けて、産業・雇用振興施策を推進するため、奈良県経済産業振興大綱及び奈良県経済産業振興大綱及び奈良県経済産業振興大綱及び奈良県経済産業振興大綱及び

アクションプランアクションプランアクションプランアクションプランをををを策定（策定（策定（策定（RRRR２年度）２年度）２年度）２年度）

・Ｒ元年度：製造業を中心とした調査・分析

・Ｒ２年度Ｒ２年度Ｒ２年度Ｒ２年度：農業、観光産業についても調査・分析のうえ、製造業、農業、観光農業、観光産業についても調査・分析のうえ、製造業、農業、観光農業、観光産業についても調査・分析のうえ、製造業、農業、観光農業、観光産業についても調査・分析のうえ、製造業、農業、観光産業が連携産業が連携産業が連携産業が連携した経済振興した経済振興した経済振興した経済振興

の方針を策定の方針を策定の方針を策定の方針を策定（4,000千円）

Ｒ２予算案 4,000千円

①奈良県経済の見える化①奈良県経済の見える化①奈良県経済の見える化①奈良県経済の見える化 ②産業振興に関する勉強会の実施②産業振興に関する勉強会の実施②産業振興に関する勉強会の実施②産業振興に関する勉強会の実施

③「やるべきこと」と「目標」の明確化③「やるべきこと」と「目標」の明確化③「やるべきこと」と「目標」の明確化③「やるべきこと」と「目標」の明確化

＜奈良県経済産業振興大綱及びアクションプランの策定プロセス＞■奈良県産業を取り巻く環境変化の把握と産業動向の分析■奈良県産業を取り巻く環境変化の把握と産業動向の分析■奈良県産業を取り巻く環境変化の把握と産業動向の分析■奈良県産業を取り巻く環境変化の把握と産業動向の分析国内外の関連動向の変化の把握と、産業トレンドについて、地域別・産業別に整理し、奈良県産業の動向と見える化を図る■統計データ分析■統計データ分析■統計データ分析■統計データ分析経済センサス、工業統計調査等による客観的データによる産業動向分析■他府県産業構造の分析■他府県産業構造の分析■他府県産業構造の分析■他府県産業構造の分析リニア開業や高速道路開通による企業誘致手法や新産業の創出等
■県内産業の現状と課題を研究■県内産業の現状と課題を研究■県内産業の現状と課題を研究■県内産業の現状と課題を研究地域中核企業の経営戦略や、人材要件の聞き取りを行い、産業振興の目指すべき方向性や具体的施策へのアイデアの集積を図る■勉強会の実施■勉強会の実施■勉強会の実施■勉強会の実施県内金融機関、経済団体 等■企業ヒアリング■企業ヒアリング■企業ヒアリング■企業ヒアリング本県産業の発展に向けたニーズの把握 等

経済の見える化と、今後やるべきことの明確化経済の見える化と、今後やるべきことの明確化経済の見える化と、今後やるべきことの明確化経済の見える化と、今後やるべきことの明確化■奈良県の取り巻く姿■奈良県の取り巻く姿■奈良県の取り巻く姿■奈良県の取り巻く姿国内外の経済・社会情勢の動向 等■奈良県産業の分析（強み・弱み）■奈良県産業の分析（強み・弱み）■奈良県産業の分析（強み・弱み）■奈良県産業の分析（強み・弱み）県内の産業構造と現状分析 等■産業振興の目指すべき方向■産業振興の目指すべき方向■産業振興の目指すべき方向■産業振興の目指すべき方向産業育成、企業誘致、雇用促進等の方針 等
具体的施策と目標の明確化具体的施策と目標の明確化具体的施策と目標の明確化具体的施策と目標の明確化■産業育成■産業育成■産業育成■産業育成産業クラスター化、起業支援、研究支援、販路開拓、商業振興 等■企業誘致■企業誘致■企業誘致■企業誘致工場誘致、工業ゾーン創出 等■雇用促進■雇用促進■雇用促進■雇用促進働き方改革、就業支援 等

産業・雇用振興アクションプランの策定奈良県経済産業振興大綱の策定
＜問い合わせ先＞産業・雇用振興部産業政策課 森井課長補佐（内線３５８２）
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ⅠⅠⅠⅠ 栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる ２２２２ 働き方改革の推進と就業支援働き方改革の推進と就業支援働き方改革の推進と就業支援働き方改革の推進と就業支援

（９）（９）（９）（９） 奈良県版働き方改革、職場環境改善、職業能力開発奈良県版働き方改革、職場環境改善、職業能力開発奈良県版働き方改革、職場環境改善、職業能力開発奈良県版働き方改革、職場環境改善、職業能力開発

Ｒ２予算案 28,543千円

①働き方改革の推進（3,229千円）

○ 県内での現状や課題を把握・分析し、事業所による主体的な取組を支援

・協議会の運営、社会保険労務士等専門家の事業所へ専門家の事業所へ専門家の事業所へ専門家の事業所への派遣の派遣の派遣の派遣、業種業種業種業種別ワークショップの開催別ワークショップの開催別ワークショップの開催別ワークショップの開催

➁社員・シャイン職場づくりの推進（3,808千円）

○ 働きやすい職場づくりに積極的に取り組む企業等の募集・登録・表彰や労働相談の実施

・登録企業を県ＨＰ・情報誌等で紹介、取組取組取組取組内容が優れている企業等を内容が優れている企業等を内容が優れている企業等を内容が優れている企業等を表彰表彰表彰表彰、労働労働労働労働・雇用に関する相談・雇用に関する相談・雇用に関する相談・雇用に関する相談

③育児休業の取得促進（20,377千円）

○ 育児休業期間中の従業員に対し、雇用雇用雇用雇用保険の育児休業給付金に上乗せして賃金等を支給する保険の育児休業給付金に上乗せして賃金等を支給する保険の育児休業給付金に上乗せして賃金等を支給する保険の育児休業給付金に上乗せして賃金等を支給する県内事県内事県内事県内事

業者を支援業者を支援業者を支援業者を支援

④制度融資による支援（働き方改革推進企業等応援資金）（1,129千円）

＜働き方改革の推進にかかるＲ２年度の取組＞

＜問い合わせ先＞産業・雇用振興部①～③ 雇用政策課 松本課長補佐（内線3573）④ 地域産業課 古川課長補佐（内線3513）
働き方改革研究会働き方改革研究会働き方改革研究会働き方改革研究会＜働き方改革推進協議会＞＜働き方改革推進協議会＞＜働き方改革推進協議会＞＜働き方改革推進協議会＞参加者：使用者、労働組合関係者、県職員 等目 的：働き方改革に関する知識経験を深め、意見交換、実践、情報発信する内 容：雇用情勢等の諸課題について、学識経験者を招いて、研究会を開催対象：県内政労使の代表者内容：セクター別研究会の成果を報告し、意見交換、情報発信働き方改革推進協議会での情報発信働き方改革推進協議会での情報発信働き方改革推進協議会での情報発信働き方改革推進協議会での情報発信

対象：中小企業及び個人事業主目的：優良事例の創出と他の事業所への普及内容：専門家による課題抽出、分析及び対応策定・実行支援派遣先数：７社程度（１社３回まで）
県内事業所への専門家派遣県内事業所への専門家派遣県内事業所への専門家派遣県内事業所への専門家派遣

使用者、労働組合関係者、県職員使用者、労働組合関係者、県職員使用者、労働組合関係者、県職員使用者、労働組合関係者、県職員がともに働き方改革に関する知識経験を深め、意見交換、実践、情報発信することでがともに働き方改革に関する知識経験を深め、意見交換、実践、情報発信することでがともに働き方改革に関する知識経験を深め、意見交換、実践、情報発信することでがともに働き方改革に関する知識経験を深め、意見交換、実践、情報発信することで、、、、県内事業所県内事業所県内事業所県内事業所の働き方改革の取組を促進の働き方改革の取組を促進の働き方改革の取組を促進の働き方改革の取組を促進
対象：中小企業及び個人事業主目的：県内事業所の実例を用いて、県内事業所で働き方改革の情報を共有内容：県内で積極的に働き方改革を取り組む事業所の優良事例発表、パネルディスカッション、ワークを実施

事例発表セミナー事例発表セミナー事例発表セミナー事例発表セミナー県内事業所の自主的な取組を支援するとともに、自律的な取組が可能となるよう事業所内人材を育成県内事業所の自主的な取組を支援するとともに、自律的な取組が可能となるよう事業所内人材を育成県内事業所の自主的な取組を支援するとともに、自律的な取組が可能となるよう事業所内人材を育成県内事業所の自主的な取組を支援するとともに、自律的な取組が可能となるよう事業所内人材を育成対象：中小企業及び個人事業主目的：業界団体と連携し、自律的な推進体制の構築を支援内容：優良事例や他社情報の共有、演習を通じた事業所内でのキーパーソンを育成 年３回開催
業種別ワークショップ業種別ワークショップ業種別ワークショップ業種別ワークショップ

１９



ⅠⅠⅠⅠ 栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる ２２２２ 働き方改革の推進と就業支援働き方改革の推進と就業支援働き方改革の推進と就業支援働き方改革の推進と就業支援

（１（１（１（１００００）））） 県内就業支援・離職者再就職支援県内就業支援・離職者再就職支援県内就業支援・離職者再就職支援県内就業支援・離職者再就職支援

Ｒ２予算案 626,900千円 ［債務負担行為 5,000千円］

＜問い合わせ先＞ ①～⑧、⑩～⑯ 産業・雇用振興部 雇用政策課 市橋主幹 （内線3572）⑨ 教育委員会 学校教育課 大橋課長補佐 （内線5251）⑰ 福祉医療部 地域福祉課 石原参事 （内線2820）

県内企業の人材確保（5,519千円） ①首都圏等で奈良で働く魅力の情報発信首都圏等で奈良で働く魅力の情報発信首都圏等で奈良で働く魅力の情報発信首都圏等で奈良で働く魅力の情報発信・首都圏の大学等と連携した県内企業説明会、ふるさと回帰支援センターでのセミナー➁東京圏からの県内就労を促進・東京圏からの移住に要する経費に対し移住支援金を支給移住支援金を支給移住支援金を支給移住支援金を支給（上限 1,000千円）離職者の再就職支援（73,300千円） ③県庁版ハローワーク県庁版ハローワーク県庁版ハローワーク県庁版ハローワークの運営④県内就労あっせん・起業支援センター県内就労あっせん・起業支援センター県内就労あっせん・起業支援センター県内就労あっせん・起業支援センターの運営職業訓練の実施（476,064千円） ⑤高等技術専門校や民間教育訓練施設等における職業訓練職業訓練職業訓練職業訓練の実施⑥理理理理工工工工系系系系のののの大大大大学学学学生生生生やややや高高高高専専専専生生生生のののの県県県県内内内内就就就就業業業業とととと職職職職場場場場定定定定着着着着をををを図図図図るるるるたたたためめめめ、、、、技技技技術術術術開開開開発発発発職職職職・・・・研研研研究究究究職職職職ででででああああるるるる従従従従業業業業員員員員のののの日日日日本本本本学学学学生生生生支支支支援援援援機機機機構奨学金の返還を支援する県内企業に対して助成構奨学金の返還を支援する県内企業に対して助成構奨学金の返還を支援する県内企業に対して助成構奨学金の返還を支援する県内企業に対して助成・補助先 県内の製造業者 ・補助率 1/2（上限500千円/企業）
高校生・大学生・高卒未就職者への就労支援（13,580千円） ⑦京阪神の理工系学部のある総合大学京阪神の理工系学部のある総合大学京阪神の理工系学部のある総合大学京阪神の理工系学部のある総合大学を会場とし、県内企業の合同説明会と無料職業紹介等を実施⑧高校生等を対象とした就職フォーラムの開催⑨高校生を対象とした県内企業等への有給インターンシップ有給インターンシップ有給インターンシップ有給インターンシップ、奈良県版デュアルシステムの推進、キャリアサポートセンターの運営、未内定者に対する就労支援、既卒未就労者等の就労相談会既卒未就労者等の就労相談会既卒未就労者等の就労相談会既卒未就労者等の就労相談会⑩就職活動準備段階の大学３回生等を対象とした業界研究会の開催⑪奈良工業高等専門学校の教員と県内企業との懇話会等の開催若年無業者への就労支援（12,004千円） ⑫働くことに不安を抱える若者等を対象に、専門指導員のサポートによる民間企業での職場訓練職場訓練職場訓練職場訓練を実施し、就労を支援⑬若年無業者の早期就職を図るため、地域若者サポートステーション地域若者サポートステーション地域若者サポートステーション地域若者サポートステーションにおいて、臨床心理士の配置による相談支援やセミナー等を実施矯正施設出所者への就労支援（45,433千円） ⑭保護観察対象者について県が直接雇用直接雇用直接雇用直接雇用⑮矯正施設出所者が業務上必要とする資格の取得支援資格の取得支援資格の取得支援資格の取得支援⑯事業者向けセミナー・県民向けシンポジウム・有識者懇談会の開催⑰ 県が出所者を直接雇用する法人を設立し、運営支援県が出所者を直接雇用する法人を設立し、運営支援県が出所者を直接雇用する法人を設立し、運営支援県が出所者を直接雇用する法人を設立し、運営支援

人材確保と体制整備

対象者に応じた支援

奨学金返還支援奨学金返還支援奨学金返還支援奨学金返還支援1,000千円Ｒ７債務負担行為 5,000千円

２０


